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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は，①オープン・イノベーション・モデルが，BOPビジネス，途上国支援，産
業再生等に適用可能であることを，事例収集・分析を通じて確認したこと，②インドネシア及びタイでの消費者行動に
関するアンケート調査から，「社会的コミットメント」及び「消費者性向」といった2軸を紡ぎだし，BOP市場へのアク
セス戦略を統計的に検証したこと，③大学の産学連携部門に対するアンケート調査から，産学連携に関する活動指針を
実証的に導き出したこと，及び④製造大企業の技術系人材に関するアンケート調査を実施し，技術系人材マネジメント
の在り方及びオープン・イノベーションの機運を高めるための方策を確認したこと，である。

研究成果の概要（英文）：Performances of this research are (1) it is recognized through case gathering and 
analysis that the model of open innovation is applicable to the BOP business strategy, the aids programs 
for the developing countries, and the revival plan for industries, (2) some access strategies to the BOP 
markets are statistically verified from the two concepts of “social commitment” and “consumers 
propensity” in our questionnaire surveys of Indonesia and Thailand, (3) how the collaborations between 
universities and industries should be done are introduced statistically by questionnaire survey, and (4) 
the methodologies of the human resource management for technicians and the enhancement of open innovation 
strategy in large scaled manufacturers are checked statistically by questionnaire survey.
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１．研究開始当初の背景 
（１） 今日数多くの産業では，多様な製品

の相互依存性と多くの企業に分散し
たイノベーション能力のゆえに，ど
の企業も互いに連動する分野から構
成されるネットワーク内で活動する
他の企業の研究開発動向を考慮せず
に基本的な意思決定を行えない。ま
た国としても新技術をもとに産業ネ
ットワークの外延を広げ，国の競争
優位性を高めようとしている。こう
した状況下ではオープン・イノベー
ションの重要性が高まる。 

（２） しかしながら，オープン・イノベー
ションの枠組がどのような状況で効
果的であるのかについては，試行錯
誤の段階にある。 

（３） オープン・イノベーションの枠組は，
その適用時期・方法において進化し
始めており，その条件分析を精緻に
行うことができれば，今後のイノベ
ーション研究を深化・発展させるだ
けでなく，産業再生，新産業育成，
産業クラスター創生，地域振興等の
経営実践においても有益な手法にな
り，いきおい国としての産業競争優
位構築にも一助をなすように思われ
る。 

２．研究の目的 
（１） 企業のみならず国においてもイノベ

ーション力が求められるグローバル
なメガコンペティション状況下で，
企業間の戦略的提携に限らず，産学
連携，産業再生，新産業育成，産業
クラスター創生，あるいは地域振興
等において期待され，実際の取組事
例も増加している，他社等の優れた
技術を導入するあるいは他社等に技
術供与し，新たなビジネスモデルを
構築するオープン・イノベーション
という概念の操作化を目指す。 

（２） オープン・イノベーションが成立す
る要件を，「製品特性」「市場成熟度」
「産業集中度」といった外形的観点，
および技術の「探索」「獲得」「融合」
といったマネジメントプロセスの内
生的観点から分析したうえで，理論
モデルの構築とその仮説検証を行う。 

（３） 当該モデルを大学における産学連携
部署等にて実証実験し，実践ツール
としての有効性を確認する。 

３．研究の方法 
（１） オープン・イノベーションに関する

事例を収集する。 
（２） オープン・イノベーションが成立す

る要件を，「製品特性」「市場成熟度」
「産業集中度」といった外形的観点，
および技術の「探索」「獲得」「融合」
といったマネジメントプロセスの内

生的観点に区分して分析する。 
（３） 以上で検証される理論モデルは，公

開事例の性質上，ほぼ「インテイク」
型のオープン・イノベーションであ
ることが予想されるので，「アウトレ
ット」型のそれへの適用可能性につ
いては，企業のコーポレート・ベン
チャー・キャピタル(CVC)室等に協力
要請し，投資案件とその取組内容を
もとに検証する。 

（４） 検証された理論モデルを大学の産学
連携部署等に持ち込み，知的財産権
ライセンスあるいはトランスレーシ
ョナルリサーチ等の共同研究を実施
するうえで，有効な指標になりうる
かの実証実験を行う。 

４．研究成果 
（１） 最初に指摘しておかなければならな

いことは，上記３（２）及び（３）
の研究計画は，研究を進めるに従っ
て，断念せざるを得ない状況に陥っ
たことである。理由は，（２）の内容
を明らかにするには，産業における
企業間でのコンセンサスが必要であ
ること（実際にはそのようなコンセ
ンサスあるいは統一指標は存在しな
い。），同様に（３）については，投
資の守秘義務上，開示できないこと
が多数に及ぶこと，である。 

（２） ただ，予期せざる収穫もあった。事
例収集・分析を進めるにしたがって，
オープン・イノベーション・モデル
が，実は BOP(Bottom Of the Pyramid)
ビジネス，途上国支援，産業再生等
に適用可能であることが判明したこ
とである。プロジェクトマネジメン
トという視点からすれば，当然のこ
とかもしれないが，狭小なイノベー
ション市場での単なる取引を超越し
て ，「 商 流 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 
commercial platform」(小林，2014)
の構築の重要性を理論展開すること
が可能になった。 

（３） 加えて，BOP について，インドネシア
及びタイにおいて消費者行動に関す
るアンケート調査を実施し，統計分
析の結果，「社会的コミットメント 
social commitment」及び「消費者性
向 consumers propensity」の 2軸を
紡ぎだした，BOP 市場へのアクセス戦
略に関する実証研究を作成中（海外
ジャーナルに投稿予定）であること
も挙げられる。 

（４） また，産学連携研究に関しては，実
証実験こそ行えなかったものの，全
国７６大学に対して聞き取り及びア
ンケート調査を実施し，６３大学か
らのアンケート回答をもとに統計分
析 を 行 い ，「 情 報 の 粘 着 性 
information stickiness」を低減さ



せ る に は ，「 担 当 者 の 属 性 
attributes of person in charge」
が異なる場合には，複数の「コミュ
ニ ケ ー シ ョ ン 媒 体  media of 
communication」をもとに，「コミュ
ニケーション頻度 frequency of 
communication」を高める努力が必要
であることが確認された。 

（５） 最後に，３．研究の方法（２）及び
（３）に代わって実施した製造業（大
企業）に対する「技術系人材のマネ
ジメントに関する実態調査」を研究
成果として挙げることができる。ア
ンケート送付先は，９９６社で，有
効回答数は，７４社と少なかったも
のの，技術系人材のマネジメントに
ついては，彼らの保有する「知識類
型」に基づき導出された「ケア人材」
「マネージャブル人材」「プロブレム
人材」といった人材類型それぞれに
対するマネジメントの在り方が統計
的に確認された。このことは，オー
プン・イノベーションを企業内にお
いて高めるための方法論の基礎とす
ることができた。 
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